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中国的特色を有する民事判決
――違約責任も不法行為責任もないのに
賠償を命ぜられた事例――
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はじめに
一 最高人民法院公報所載「李萍・ 念が五月花公司を訴えた
人身傷害賠償糾紛案」の一審、二審判決全文
二 当該民事事件判決の評釈
結びに代えて――本件の法思想的位置づけ――
はじめに
筆者は
(１)
別稿において最高人民法院公報2002年２期に掲載されている上記
の案件を紹介したことがある。ただ、そこでは、紙幅の関係もあって、本
件について、十分な分析を加えることができなかった。本件は違約及び不
法行為を理由とする損害賠償請求訴訟である。我々の常識によれば、当該
事件において違約責任も不法行為責任もないと判断されたら、原告の請求
は棄却され、したがって、原告が金銭の給付を受けることはないはずであ
る。ところが、本件では、そうした民事責任が否定されたにもかかわらず
被告は金銭の給付を命じられたのである。このように、中国法では、民事
責任がなくても損失「補償」を命じられることがある。民事責任はないの
であるから、賠償という言葉ではなく補償という言葉が使用されるのであ
103
ろう。しかし、「補償」を拒めば強制執行の対象となるのであるから、実
態は賠償と変わりない。因みに、本件を紹介した最高人民法院公報及びそ
のもととなった広東省高級人民法院判決（（2000） 高法民終字第265）では
「人身傷害賠償糾紛案」となっている。責任がなければ効果は発生しない
というのが、法の常識であるとするなら、そうした常識が中国では通用し
ない（しかも、この判決は最高人民法院公報において「案例」として掲載され
た。「案例」として掲載するということは、以後下級裁判所は類似の事件が発生
したときに参考にせよという意味が込められている）。しかし、そうした常識
が通用しない法を有する中国が現代世界において存在感を増してきてい
る。そうであるとするなら、中国的特色を有する本件判決を忠実に紹介す
ることも、一定の意味があると考える。以下、一において本案例の全文を
紹介し、二において、本件について私見を述べてみたい。
一 最高人民法院公報所載「李萍・ 念が五月花公司を
訴えた人身傷害賠償糾紛案」の一審、二審判決全文
原告：李萍（以下甲）、女、39歳、広東省珠海市教育委員会職員、住所
珠海市香洲銀樺新村。
原告： 念（以下乙）、男、38歳、原告甲の夫、広東省珠海市水利局職
員、住所同上。
両原告の共同委任代理人：劉蓋丘、黄雄周（広東省弁護士）。
被告：広東省珠海経済特区五月花飲食有限公司（以下丙）、住所広東省
珠海市香洲碧濤花園。
法定代表人：唐楚源（当該公司支配人）。
委任代理人：羅 畸、曹宇瞳（広東南方弁護士事務所弁護士）。
原告甲乙は被告丙と人身損害賠償紛糾を生じさせたため、広東省珠海市
中級人民法院に訴訟を提起した。
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原告の主張は以下のとおりである。1999年10月24日（（2000） 高法民終
字第265号判決文により補う―小口）二人の原告は夕食をとるため８歳にな
る子供（丁）を連れて被告が経営する五月花レストランに行き、丙の店員
の案内である個室の外に座った。そのときこの個室で爆発が起き、個室の
壁が爆発で崩れ、丁は死亡し、甲乙は負傷した。被告はレストランを経営
し、その職責は、単に顧客に美味しい食事を提供するだけでなく、安心し
て消費する環境を提供し、顧客の人身の安全を保障する責務を負う。被告
は顧客自身が酒類を店内に持ち込むのを禁止せず、またレストランの改修
において安全基準に符合しない板壁を使用し、それにより安全の欠陥を内
包させた。まさに被告の経営管理の不行き届きにより、レストランであっ
てはならない爆発を生じさせ、顧客を死亡・負傷させた。被告は消費者権
益保護法11条、41条、42条の規定に違反し、すべての損害賠償責任を負う
べきである。被告は原告に（１）医療費、栄養費、看護費、交通費、義足
取付費、障害生活補助費、後期継続治療費、障害賠償金、生育能力喪失賠
償金および葬式費、死亡賠償金、精神的損害賠償金等合計403万元を賠償
し、（２）本案の全額の訴訟費用を負担する旨の判決を求める。
被告の主張は以下のとおりである。このたびの爆発は犯罪分子によるも
のである。事情を知らない客（この客は原告のことではなく、犯罪分子から
爆薬をしかけた酒をプレゼントされた医者を指す――小口補）は、犯罪分子が
酒に偽装して彼に送った爆発物を携帯してレストランに入ったのであり、
彼は爆発を予見することはできなかったし、レストランも当然予見できな
かった。被告と客についていえば、爆発の発生は純粋に意外事件に属す
る。このたびの爆発についていえば、被告には主観的に過失はなく、また
客観的に権利侵害行為もない。まして爆発により被告の１名の服務員が死
亡し、改装したレストラン、設備も重大な破壊を受け、被告の直接、間接
の損失は100万元近くにのぼり、被告自身も被害者である。被告はレスト
ラン経営者として、食事にやって来た客に対してその人身と財産の安全を
保障する責任を十分に尽くした。原告は真の加害者に権利を主張すべきで
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あり、被告に賠償責任を負うように要求することはできない。原告が起こ
した訴えは事実と法律の根拠を欠き、訴訟主体も適格性を欠き、本請求は
棄却すべきである。
珠海市中級人民法院は審理を経て以下のことを明らかにした。
1999年10月24日18時頃、原告の甲乙夫妻は８歳の子供丁を連れて、友人
とともに、被告が経営する五月花レストランに夕食に出かけ、レストラン
の店員に案内されて第二楼に着席した。その席の傍らには“福特”という
名称の個室があった。個室“福特”の東、南の壁はレンガ壁で、西、北の
壁は板壁で、丁はこの板壁近くの外側に座っていた。18時30分頃、個室
“福特”の内部で突然爆発が起こり、甲と丁はただちに人事不省に陥り、
乙は負傷の痛みをおして倒壊した個室の板壁からはい出て、丁を病院に送
りこみ、乙も病院に搬送された。丁は両肺が爆発で外傷性窒息の状態にな
り、呼吸と循環機能が衰え、救急の甲斐なく死亡した。甲は左上肢の神経
血管の損傷、腹部の閉合性の損傷、失血性ショック、肺挫傷を被り、左上
肢切断及び脾贓切除手術を受け、治療後２級残疾の認定を受けた。乙は外
耳に軽度の傷を負い、右背部に若干の傷を負った。
五月花レストランのこのたびの爆発は、レストランの服務員が客のため
に「五糧液酒」の蓋を開けたときに生じた。酒瓶に偽装した爆発物は個室
“福特”の中で食事をしようとした医者がもらった贈り物で、一時期、家
に放置しておいたが、10月24日夕方、当該医者はこの“酒瓶”を個室“福
特”に持ち込み、服務員がその蓋を開けたときに爆発が生じた。この爆発
物を製造し、それを医者に送った犯罪嫌疑者はすでに公安機関によって捕
えられ、現在審理中である。
以上の事実については、双方当事者の陳述、証人の証言、病院の診断
書、死亡証明書等の証拠による証明がなされている。証拠は法廷審理の調
査によって、本件事実認定の証拠とすることができる。
珠海市中級人民法院は以下のような判断を下した。
原告甲乙は被告丙の支配下にあるレストランにて食事をすることにな
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り、丙との間で消費とサービスの関係を形成し、丙には甲乙の人身の安全
を保障する義務が存した。丙がこの義務を尽くしたかどうかについては、
当該レストラン業の性質、特色、要求及び対象等の要素を総合的に判断し
なければならない。本件では、甲乙の人身傷害と丁の死亡は丙のレストラ
ンで生じた。このたびの爆発は第三者による違法な犯罪行為によって引き
起こされたもので、丙自身のサービス行為とは直接の因果関係がない。当
時の環境のもとで、丙が合理的な注意を払っても、この爆発を予見するこ
とはできず、客の人身の安全を保障する義務を尽くしている。
爆発が原告甲乙の人身傷害と丁の死亡の必然的原因をなした。甲乙は、
被告丙の板壁が基準に合致せず、これが安全の隠れた危険をなしたのであ
り、民事責任を負うべきであると考えた。板壁が基準に合致しなかったこ
とは、甲乙丁の負傷・死亡の条件に過ぎず、原因ではなく、それと損害事
実の間には直接の因果関係はなく、丙はこれにより権利侵害の損害賠償責
任を負うことはできない。
中華人民共和国消費者権益保護法22条１項は、「経営者は、商品を正常
に使用し、あるいはサービスを受け入れるという状況のもとで、その提供
商品又はサービスについて本来有すべき品質、性質、用途、有効期限を保
障しなければならない。但し、消費者が購買商品又は受け入れたサービス
にすでに瑕疵が存在することを知っていた場合は、この限りでない」と規
定している。
被告丙はレストラン経営以外に、煙草・酒類の経営権を有している。し
かし、法律の規定によれば、彼らは自己の提供した商品に対して品質保証
の責任を負うだけで、客がレストランに持ち込んだ商品に対してはこうし
た義務を負わない。このたびの爆発は、客が酒に偽装された爆発物をレス
トランに持ち込んだことによって引き起こされたものであり、丙の提供し
た商品、サービスとは関係ない。客が酒類をレストランに持ち込むのを認
めているのは、客の要求であり、またレストラン業の慣行でもある。法
律、法規及び営業規定はこれを禁止していない。丙が客による酒を持ち込
中国的特色を有する民事判決（小口) 107
んでのレストラン入室を禁止しなかったことに過失はない。消費者権益保
護法11条、41条、42条の規定が意味しているのは、経営者が商品又はサー
ビスを提供し、それにより消費者に負傷・死亡をもたらした場合に負うべ
き責任のことである。甲乙がこれらの規定を根拠に丙の責任を追及するの
は妥当でない。
中華人民共和国民法通則が規定する権利侵害による損害の債は、一般的
権利侵害による損害と特殊な権利侵害による損害に分けられる。民法通則
106条１項は「公民・法人が故意・過失によって国家、集団の財産を侵害
し、他人の財産と人身を侵害したときは、民事責任を負わなければならな
い」と規定している。この規定から分かることは、一般的権利侵害による
損害は、損害事実の客観的存在、権利侵害行為と損害事実との因果関係、
行為者の故意・過失、行為の違法性を同時に具備していなければならな
い。特殊なケースにおいて、四要件を同時に具備していなくても、法律で
民事責任を負うべきことを規定しているときは、当事者は責任を負わなけ
ればならない。これは特殊な権利侵害による損害である。特殊な権利侵害
には、過失推定、無過失責任、公平責任といったいくつかの帰責原則が適
用される。しかし、必ず法律に明文の規定がなければならない。原告甲乙
の提起した権利侵害による損害賠償の訴えは、その事由において、法律が
規定するその他の特殊な権利侵害による損害の事由を具えていない。本案
では、明白に加害者が存在しており、故意・過失によって責任を負うべき
者がいない場合にのみ適用される公平責任原則を適用することはできな
い。したがって、一般的権利侵害による損害にもとづき、過失責任原則を
適用するほかない。被告丙はこのたびの爆発において、尽くすべき注意義
務を尽くしていて、被告自身もこのたびの事件の被害者である。丙は甲、
乙、丁の負傷・死亡について故意・過失がない。したがって権利侵害を構
成しない。丙と加害者の間にはいかなる法律上の利害関係もなく、代位責
任を負わせることはできない。甲乙は故意を有する第三者に賠償を請求す
べきで、同様に被害者である丙に加害者の民事責任を代替させることはで
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きない。丙の抗弁には十分な理由があり、認めるべきである。中華人民共
和国民事訴訟法64条１項は「当事者は自己の提出した主張に対して証拠を
提供する責任がある」と規定しており、甲乙の、裁判所は丙に賠償責任を
負うように命ずるべきであるとの主張は、自己の主張する事実と法律の根
拠を提供できておらず、したがってその訴訟請求は支持できない。以上に
より、珠海市中級人民法院は以下のように判決する。
原告甲乙の訴訟請求を棄却する。本件受理費30160元は二人の原告が共
同して負担する。
一審判決後、甲乙は判決を不服として広東省高級人民法院に上訴した。
その理由は以下のとおりである。１、一審は、上訴人甲乙と被上訴人丙の
間には「消費とサービスの関係が形成される」と認定している以上、これ
は消費者権益の争いであって、一般的な人身損害紛争ではないことを肯定
したものである。消費者権益保護法18条、22条は、経営者はその提供した
商品及び消費場所の安全を保障しなければならないことを規定している。
被上訴人が客の酒類持ち込みを受け入れ、客のために酒瓶を開けるとき
は、レストランが大衆の消費場所であり、客が持ち込んだ物品に対して安
全検査を行う必要があることを考慮しなければならない。被上訴人丙はこ
の注意義務を尽くしておらず、そのために本案での損害結果を発生させ
た。2、被上訴人丙はラストランを経営するにつき、関連部門に申請せず
に改修しており、それは中華人民共和国消防法と公共娯楽場所消防安全管
理規定に違反している。個室「特福」の西・北の壁には燃焼性能がA級
の改修材料が使われておらず、それは建築内部改装設計防火規範の規定に
違反し、本案の損害発生に主観的過失が存在する。一審は、レストランは
規準に合致しない板壁を使用し、安全でない隠れた危険が存したことを述
べながら、これは傷害を引き起こした条件ではあっても原因ではないと判
断したが、これは不当である。3、被上訴人には違約行為がある以上、権
利侵害責任も負わなければならない。消費者である上訴人はレストランで
食事し、そのさい過失がないのに人身傷害を被った。経営者である被上訴
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人は上訴人がそのサービスを受けたときに被った損害に対して全部の責任
を負わなければならない。一審は、消費者の権利を無視し、消費者の権益
に対する切実な保護という観念を欠いていて、したがって正しい法の適用
とはいえず、必要な公正さを体現していない。二審に対して、消費者権益
保護法の規定にもとづき、被上訴人に賠償責任を負わせるように求める。
被上訴人丙は以下のように抗弁した。客が酒類をレストランに持ち込む
のを認めることはすでに慣行となっている。被上訴人はすでに本業におい
て本来果たすべき注意義務を果たしており、上訴人の受けた損害に対して
過失はないし、違約もない。上訴人と被上訴人はともにこのたびの爆発の
被害者であり、上訴人が、被上訴人のサービス行為と加害者の爆発行為を
混同して論ずることは認められない。一審判決は、事実認定も明白で、法
律適用も正しく、維持されなければならない。
広東省高級法院は、一審が認定した事実以外に、調査の結果、以下のこ
とを明らかにした。
個室「特福」内で爆発が生じた後、西と北の面の板壁が倒れ、甲と丁が
その壁の下敷きになった。
被上訴人丙は1998年８月31日に工商業登録を受け、その経営範囲は、飲
食サービス、国産の煙草・酒類の小売販売となっている。会社登録申請書
には、珠海市公安局香洲分局消防科の署名にかかる「申請を認める」との
意見が記されている。丙レストランは二層からなり、営業面積は100平方
メートルを超える。建築内装設計防火規範（国家規準 GB50222―95）第３、
１、17条によれば「炎の出る火器を恒常的に使用するレストランや科学研
究試験室の内装材料の燃焼性能等級は、A級以外は、本規定にもとづき
１級高くしなければならない」と規定され、当該規定の付表３、２、１、
において以下のようなことが列挙されている。「ダンスホール、レストラ
ン等の娯楽、飲食用建築」が「100平方メートルを超える」ときは、「壁
面」や「壁断」に用いる「内装材料の燃焼性能等級」については「B１
級」とする。A級燃焼性能に属する壁面材料には大理石、コンクリート
早法87巻２号（2012）110
製品、ガラス等がある。B１級燃焼性能に属する壁面材料には紙面石膏
板、耐火型プレス木質複合板材、彩色耐火人造板等がある。B２級燃焼性
能の壁面材料には各種天然木材等がある。
爆発物を製造し、それを酒蓋に偽装して医者に送った黎時康は、四川省
大足県の農民で、審理の中で、自らがもたらした爆発の危害結果に対し
て、賠償能力がないことを表明した。
広東省高級法院は以下のように判断した。
中華人民共和国契約法122条は「当事者の一方の違約行為により、相手
方の身体、財産上の利益を侵害したときは、被害者は本法にもとづき違約
責任を追及することができ、又その他の法律にもとづき不法行為責任を追
及することもできる」と規定している。上訴人甲乙が一、二審で提起した
訴訟の主張を見てみると、被上訴人丙の違約を考えると同時に、また不法
行為も考えていて、民事責任競合の事情が存在すると考えていたと思われ
るが、違約と不法行為責任のいずれを選択するのかが明確に示されていな
い。当該法律の規定により、裁判所は全面的に審理を行ったうえで権利者
に有利との原則にもとづき、事情を斟酌して処理しなければならない。
被上訴人丙のレストラン改修問題について。上訴人甲乙は、丙は改修に
際して申請手続をとらず、また消防安全管理規定に違反して安全を害う隠
れた危険が存したとして、不法行為責任を負うべきであると主張した。調
査によれば、丙は開業前にすでに公安消防部門に報告してその承認を得て
おり、いまだ申請していないというのは、事実と符合しない。さらに、改
修材料が消防安全管理規定に合致するかどうかは、当該材料の耐火性の強
弱を体現するだけで、当該材料の抗爆発性の強弱を体現するものではな
い。また、耐火性能が強ければ抗爆発性能も強いというわけではない。例
えば、耐火性能がA級のガラスの抗爆発性能は耐火性能 B急の天然木材
の強度にはるかに及ばない。まして甲乙丁は板壁の耐火性が不十分であっ
たために負傷・死亡したわけではない。木板をレストランの個室の壁とし
たことが消防安全管理規定と符合するかどうかは、本件での損害結果と必
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然的因果関係はない。板壁がどのような抗爆発性能を具備すべきかについ
て、法律には強制的規定はなく、丙に改修不当の法律責任を負わせること
はできない。
被上訴人丙が違約しているかどうかの問題について。丙は上訴人甲乙一
家が当該レストランで食事するのを受け入れており、双方の間で消費とサ
ービスを主たる内容とする契約関係が形成されている。中華人民共和国契
約法60条２項は「当事者は誠実信用原則に従い、契約の性質、目的、取引
慣習にもとづき、通知、協力、秘密保持等の義務を履行しなければならな
い」と規定している。丙は消費とサービス契約における経営者として、契
約約定の義務を全面的に履行しなければならないと同時に、契約法60条の
規定にもとづき、消費者の人身、財産が不法に侵害を受けないようにする
付随義務を履行しなければならない。この付随義務を履行するためには、
経営者は本業の性質、特色、条件にもとづき、随時、慎重に、消費者の人
身、財産の安全を保護するように注意しなければならない。しかし、刑事
犯罪の突発性、隠蔽性、犯罪手段の知能化、多様化により、経営者がいく
ら注意を払っても、刑事犯罪による客の人身、財産侵害を完全に防ぐこと
は不可能である。こうした侵害が発生した場合は、経営者が合理的な注意
義務を尽くしたかどうかという観点からその違約の有無を判断することが
できるだけである。丙が客による酒類の持ち込みを受け入れてきたのは、
本業界の慣行による。客がレストランに酒を持ち込むことについて、わが
国の現在の社会環境からすると、飛行機のような厳格な安全検査措置を経
営者に要求する必要はなく、またその条件もない。この爆発物の外装は酒
類に酷似していたため、一般人の肉眼では識別が困難である。この爆発物
を持ち込んだ客は、それを自宅に放置していたとき、その危険を察知でき
なかった。したがって服務員に対して酒瓶を開けるときに必ず危険の存在
の判断を要求することは、不可能を強いるようなものであり、丙には違約
行為は存在しない。
丙が不法行為に当たるかどうかの問題について。消費者権益保護法の規
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定によれば、経営者は自己の提供した商品、サービスに対して責任を負わ
なければならない。この中には、当然、消費者自身が持ち込んだ物品につ
いての責任は含まれない。上訴人の甲乙一家が丙のレストランで食事した
ときに、倒壊した板壁により負傷・死亡した。この板壁の倒壊は、犯罪分
子が作成した爆発物により引き起こされたのであって、その責任は当然犯
罪分子が負わなければならない。丙には犯罪分子と不法行為の共同故意は
なく、まして共同不法行為を実行したわけではない。したがって消費者権
益保護法の規定によって丙の不法行為を認定することはできない。
以上をまとめると、被上訴人の丙は本案において違約も不法行為もな
く、違約又は不法行為という法律事由をもって丙に民事責任を負わせる旨
の判決を下すことはできない。丙と上訴人甲乙はこのたびの爆発事件でと
もに不幸に遭遇し、現在、加害者はすでに捕えられているが、経済的賠償
能力がないため、当事者の双方とも全額賠償を得ることができない状況に
直面している。こうした状況のもとで以下のことを見なければならない。
すなわち、丙は企業法人として、営利目的を実現するために客が酒類を持
ち込むことを認めたのであり、そのためにレストランの爆発事件を引き起
こし、レストランの板壁がこの爆発を食い止めることができず、倒壊後、
甲乙一家をして無辜の被害をもたらすこととなった。丙はこのたびの爆発
事件において民事責任を負うべき故意過失を法定することはできないけれ
ども、甲乙一家が侵害を受けた事件と無関係ではない。さらにまた、以下
のことを見なければならない。当事者の双方がこのたびの事件においては
被害を受けたのであるが、甲乙一家は丙が利益を得るのに有利な食事をす
るという行為をなしたときに自己の生存権益に損害を受け、他方、丙が受
けた損害は主に自己の経営利益であった。両者を比べると、甲乙が受けた
損害は丙に比べてより深刻であり、社会各界（丙自身を含む）がこぞって
甲乙一家の事件遭遇に深い同情を示した。最高人民法院の司法解釈「中華
人民共和国民法通則を貫徹執行するうえでの若干の問題に関する意見（試
行）」157条は「当事者が損害の発生に対してともに過失がないが、当事者
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の一方が相手方の利益のために、あるいは共同の利益のために活動を行う
過程の中で損害を受けた場合、相手方又は受益者に一定の経済補償を命ず
ることができる」と規定している。この規定と甲乙一家の経済状況にもと
づき、双方当事者の受けた損害結果の均衡をとるために、事情を斟酌して
丙が甲乙に一部の経済損失を補償するのが妥当［適当］である。一審が、
丙には違約も不法行為も構成せず、それゆえ民事責任を負うことはできな
いと認定したのは、正しい。しかし、双方の当事者の間の利益が均衡を失
していることを考慮せず、単に甲乙は加害者に対して賠償をなすよう主張
すべきことを理由として、甲乙の訴訟請求を棄却していることは、民法通
則第４条の「民事活動は自願、公平、等価有償、誠実信用の原則に従わな
ければならない」との規定に合致せず、その判決は妥当性を欠き、正され
なければならない。これにより、広東省高級人民法院は中華人民共和国民
事訴訟法第153条第１項第２号の規定（「（第二審人民法院は上訴案件に対し
て、審理を通じて、以下の事由にもとづき、それぞれ処理しなければならな
い。）（二）原判決が法律の適用を誤っていれば、法により判決を改める」）にも
とづき、2001年11月26日、以下のように判決する。
一、一審の民事判決を取り消す。
二、被上訴人丙は上訴人甲乙に30万元を補償する。
一、二審での案件受理費合計60320元は双方当事者が半分ずつ負担する。
二 当該民事事件判決の評釈
上記広東省高級法院判決につき、筆者の思うところを以下順次論じてみ
たい。
本判決について、何よりも驚かされるのは、判決文中の「一審が、丙に
は違約も不法行為も構成せず、それゆえ民事責任を負うことはできないと
認定したのは、正しい」としながら、なおかつ丙に30万元の補償を命じて
いることである。違約責任もなく、不法行為責任もないのに、何故被告は
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原告に30万元を支払わなければならないのか。どのような論理を経てその
ような結論に到達したのか。以下、逐一検討してみたい。
今一度、この事件を振り返ってみると、原告は消費者権益保護法11条、
41条、42条にもとづき403万元の損害賠償を丙に対して請求しているが、
その請求原因としては、違約と不法行為の両方が存在する。こうした請求
権が競合する場合は、原告がそのいずれかを選択して請求することが契約
法（122条）で定められている。ただ、本件では、原告は消費者権益保護
法の規定によって賠償請求するのみで、それを違約、不法行為のいずれに
もとづいて請求するのか、明示的に表示していない。そこで、本件では裁
判官は職権でもって違約と不法行為の双方について判断し、あわせて原告
に有利な方で処理することが述べられている（「当該法律の規定により、裁
判所は全面的に審理を行ったうえで権利者に有利との原則にもとづき、事情を
斟酌して処理」されている）。契約法122条の実際の実施状況を知る上で興
味深い。一審判決は二審判決のようにこの選択的適用条項について明示的
には語っていないが、実際には、違約責任及び不法行為責任の双方の有無
について判断を加え、原告の消費者権益保護法の規定にもとづく請求はそ
のいずれについても認められないことを明瞭に述べている。
先ず、違約責任についてであるが、本件において違約の有無が論議の対
象となるのは、飲食提供サービス義務と代金支払義務という飲食契約の主
たる契約部分についてではなく、飲食に伴う安全配慮義務という付随義務
についてである。この点に関する一審判決は「丙には甲乙の人身の安全を
保障する義務が存する」、すなわち付随義務としての安全配慮義務は存す
るが、「このたびの爆発は第三者による違法な犯罪行為によって引き起こ
されたもので」あり、「当時の環境のもとで、丙は合理的な注意を通じて
も、この爆発を予見することができず、客の人身の安全を保障する義務を
尽くしている」というものであった。一審判決では契約法上の付随義務の
根拠規定は示されていないが、二審判決では、契約法60条２項の誠実信用
原則が明示され、そのうえで「丙が客による酒類の持ち込みを受け入れて
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きたのは、本業界の慣行による。客がレストランに酒を持ち込むことにつ
いて、わが国の現在の社会環境からすると、飛行機のような厳格な安全検
査措置を経営者に要求する必要はなく、またその条件もない」と追記のう
え、違約責任の存しないことを認めている。
次に、不法行為責任について見てみると、一審判決は、本件は一般的不
法行為で処理すべき案件に属し、被告には過失は認められず、したがって
不法行為責任は存在しないと判示する。すなわち、不法行為には、過失責
任を原則とする一般的不法行為と、過失推定責任、無過失責任及び公平責
任といったいくつかの帰責原則が適用される特殊な不法行為とに区分され
るが、過失推定や無過失責任を適用するためには明文の規定のあることが
必要であり、本件はそれに該当せず、また公平責任にも該当しないとす
る。この公平責任に関する指摘は二審の判断においても重要な位置を占め
ているので、一審の当該判断部分を再度確認しておこう。「原告甲乙の提
起した不法行為による損害賠償の訴えは、その事由において、法律が規定
する（無過失責任や過失推定責任以外の―小口補）その他の特殊な不法行為
による損害の事由を具えていない。本案では、明白に加害者が存在してお
り、故意・過失によって責任を負うべき者がいない場合にのみ適用される
公平責任原則を適用することはできない」。この下線部分に留意しておい
てほしい。本件においては、明瞭に加害者が特定されているのであるか
ら、加害者に請求すべきであるし、また、加害者との関係で代位責任を負
うべき位置に丙はないとの一審判決は論理的にはまったく正しい判決であ
る。二審判決も、「丙には犯罪分子と不法行為の共同故意がなく、また共
同不法行為を実行したわけではない。したがって消費者権益保護法の規定
によって丙の不法行為を認定することはできない」と述べて、丙の不法行
為責任を明瞭に否定している。
では何故、丙に補償を命ずることができるのか、それを支える二審判決
の法律論はどのようなものか。先ず、見ておくべきことは、二審判決が一
審判決を取り消した理由である。この点について、二審は民事訴訟法153
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条１項２号の、法律適用の誤り、具体的に言えば、一審判決は民法通則４
条の民事活動基本原則及び1988年の司法解釈「民法通則を貫徹執行するう
えでの若干の問題に関する意見（試行）」157条を判決の根拠として適用し
ていないということを理由としてあげている。敷衍すれば、以下のとおり
である。
先ず、司法解釈を直接判決の根拠として引用することについては、1997
年の司法解釈「司法解釈工作に関する若干の規定」14条の「司法解釈が、
関係法律規定とともに人民法院の判決または裁定の根拠とされるときは、
司法文書（判決文等―小口補）の中で引用されなければならない」にもと
づく。この司法解釈は、司法解釈を直接判決文の中で引用してはならない
としてきた従前の扱いを改めたものであり、本件において、もし当該司法
解釈が判決作成に不可欠のものであれば、その引用を怠ったとして、一審
判決を取り消す理由にはなり得る。但し、あくまでも、本件に当該司法解
釈を適用することが必要不可欠の場合においてである。
次に、当該司法解釈はいかなる条文についての司法解釈であるかを確定
しておく必要がある。この1988年の司法解釈157条は、民法通則132条の公
平責任に関する規定についての司法解釈である。そのことは、当該司法解
釈の156条が民法通則129条の緊急避難に、また158条が民法通則133条の行
為無能力者・制限的行為能力者の加害責任に関する規定であるという、条
文の配置から明らかである。この132条の公平責任についての規定は、民
法通則第３節の権利侵害責任（不法行為責任）の箇所の規定である。行為
者と被害者という当事者双方のいずれの側にも過失がない場合でも「実際
の状況」により行為者に一定の損失分担を求めることができるというの
が、132条の趣旨であり、行為者が被害者から便益を受けている中での損
失発生も132条に含めるというのが司法解釈157条の趣旨である。
ところで、本件において、二審判決は一審判決が民法通則4条の適用を
怠っているということを、その取消の理由としている。４条は前掲のごと
く、民事活動は自願、公平、等価有償、誠実信用にもとづくべきことをう
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たった規定である。ここに列挙されている自願、公平、等価有償、誠実信
用の各原則は民法の基本原則をなし、この原則は立法、司法、具体的民事
活動の諸領域を規定する原理をなす。民事活動として想定されている主た
る領域は民事法律行為、すなわち契約の領域を指していると考えてよい。
この民法通則４条中の自願が契約法４条、公平が同５条、誠実信用が同６
条にそれぞれ明記されていることによってそのことは裏付けられる（民法
通則の等価有償原則は、商品交換の一般原則にはなるが、契約には贈与契約や
使用貸借契約等も含まれるので、契約法上の必須の原則にはなり得ない）。ま
た、民事活動を民事行為として理解すれば、この民事行為は法律行為とは
異なり、契約成立の段階だけに限られず、契約履行段階も含まれる（その
結果、理論的には契約履行の段階でも詐欺、脅迫が成り立つ。例えば目的物を
引き渡す段階で故意に瑕疵ある目的物を引き渡す行為は、債務不履行＝違約を
構成すると同時に、取消事由にもなり得る）。では、本件において、民法通則
４条はどのような関係に立つのか。先ず、当該４条は、契約関係を律する
原則である。そのことを前提として、本件被告丙の民事活動についていえ
ば、一審、二審ともに違約責任を否定している。具体的には、契約法60条
は、誠実信用原則に由来する安全配慮義務という付随義務を契約主体に課
しているが、丙はこの安全配慮義務＝誠実信用原則に違反していない。そ
うなると、二審法院は、一審法院が民法通則第４条のどの部分の適用を怠
ったというのであろうか。自願＝契約自由原則や、等価有償原則が本件で
問題になり得ないのは明らかであるから、結局、公平原則を一審法院は考
慮に入れていないということが「原判決が法律の適用を誤った」ことの理
由をなすものと思われる。思われるという持って回った言い方をせざるを
得ないのは、二審法院は法律の適用を誤ったことについての肝心の判決理
由を明示していないからである。
ところで、この契約法上の公平原則について梁慧星教授は次のように説
いている。「法律はこれらの弱小な消費者、労働者を支持しなければなら
ず、法律はこの時単に形式上の自由、公正を満足させるだけでなく、さら
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に実質上の公正を追求しなければならない。いわゆる実質的公正とは、契
約の双方当事者が実質上不平等な状態にあるとき、例えば一方が企業で、
他方が労働者であるとき、法律はまず労働者の保護を考慮しなければなら
ず、不偏不党の態度をとってはなら
(２)
ない」。この指摘は、中国契約法が決
して抽象的市民相互間の権利義務関係を律する市民法としての契約法では
なく、実質的弱者救済を目的とする社会法原理を内在させていることを意
味している。したがって、この梁教授の公平原則の理解からすると、労働
者の権利保護に欠ける労働契約は契約の内容において公平原則に反する故
に無効となる。また、契約の解釈において、社会的弱者の利益を実現する
という実質合理主義的配慮を欠いた法の解釈は誤った解釈ということにな
る。しかし、本件二審判決で考慮すべきとされている公平原則は、梁教授
が説くような意味でのそれとは次元を異にしている。何故なら、二審判決
は、被告は違約を構成しないと判示しているからである。二審判決の公平
原則は契約の解釈において違約を構成するか否かを判断するための原則と
してではなく、一旦違約を構成するものではないと認めた契約の効力を別
個の観点から否定する役割を果たす原則として機能しているのである。
ところで、民法通則４条の中にはこの公平原則と並んで誠実信用原則が
存するが、この原則が同様の役割を果たすことができるかどうかについて
は、疑問である。契約法の草案段階では、「裁判官は、当該案件について
法律に規定があっても、当該規定を適用することが明らかに社会正義に反
するときは、誠実信用原則を直接適用することができる」との規定が盛り
込まれていたが、結局、制定時において、これは削除された。“法に規定
あり、されど…”という、裁判官の法にとらわれない裁量的判断は認めな
いという趣旨である。これを契約にひきつけて言えば、契約は有効＝違約
は存在しないということを認めたうえで、なお、違約責任と同等の効果
（補償という名の賠償義務）を賦与するほどの効力を誠実信用原則は持ち得
てい
(３)
ない。この点で、公平原則は異なる。このことを示唆するのは、不法
行為法における公平責任の位置づけである。民法通則132条あるいは権利
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侵害責任法24条にあるこの公平責任は、無過失責任や過失推定原則が適用
されない一般不法行為の領域において、本来ならば過失責任主義により免
責されるはずのケースにおいて、なおかつ過失なきことを理由として免責
させず、損失を分担させるという役割を果たすものである。厳密に言う
と、過失なきことによって民事責任は発生しないが、別個の観点から、責
任なきことを否定する効果を、この公平責任は有しているのである。この
ように考えることによって、何故、二審の判決が結論の直接根拠規定とし
て民法通則４条を、間接的根拠として不法行為法上の司法解釈である「民
法通則を貫徹執行するうえでの若干の問題」157条を一体的に援用してい
るのかの疑問も氷解するのである。不法行為法における公平責任も民法通
則４条の契約法上の公平原則もともに、責任がなくても民事負担を負わせ
ることができるとの役割を果たすことにおいて共通するのである。
そこで、次に検討されるべきことは、民法通則４条の公平原則と一体的
関係にある上記の司法解釈157条を本件に適用することの妥当性について
である。
本件について、一審法院は前掲のごとく、「本案では、明白に加害者が
存在しており、故意・過失によって責任を負うべき者がいない場合にのみ
適用される公平責任原則を適用することはできない」と述べている。公平
責任は当事者双方に過失がない場合にのみ適用されることを要件としてお
り、この要件を前提とする限り、一審のこの判断は論理的には正しい判断
である。そして、もしこの制限を無視して故意・過失を有する加害者が存
在する場合にまで公平責任原則を拡張するとなると、不法行為の免責事由
中の、第三者の故意・過失による免責事由規定（権利侵害責任法28条）は
否定され、免責事由に関する法の体系を害うことになる。一例を挙げてみ
よう。産品責任（製造物責任）に関連して、自動車のバッテリーが古くな
り、修理工場で部品をとりかえようとし、そのさい当該工場の人物が故意
に質の劣る模倣品の部品に取り換え、それが原因で自動車事故が発生し、
運転者が死傷したという事例を考えてみよう。この場合は、権利侵害責任
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法44条の規定（「輸送者、保管者等の第三者の故意・過失によって産品に欠陥
が生じ、他人に損害を与えた場合は、産品の生産者又は販売者が賠償した後、
第三者に求償する権利を有する」）が適用される余地はない。何故ならここ
での「等の第三者」とはあくまでも「生産と販売の中間に介在
(４)
する」者に
限られるからである。したがって、販売後の自動車のバッテリーを実際に
取り換えた者が一般不法行為責任（あるいは違約責任）を負うことになる
はずである。ところが、上記司法解釈を、故意・過失を有する第三者が存
在する場合にも適用可能であるということになると、こうした場合でも、
当該加害者が逃亡して所在不明であるとか、破産して賠償能力がないとい
うことを理由として、生産者は被害者に一定の損失の分担を求められるこ
とになる（あるいは権利侵害責任法44条の拡張解釈によって損害全額の代位責
任を負わされる可能性もある）。もしこういうことが認められるとなると、
生産者は無限の責任を負わされることになり、産品責任の体系は崩れてし
まうだろう。帰責事由をめぐる法の体系を崩すということでいえば、不法
行為法の領域における帰責体系を崩すだけでなく、本件で見たように、違
約がなくても補償＝賠償を命じているのであるから、違約責任の体系をも
崩す役割をこの司法解釈157条は果たしているのである。
では、不法行為法及び契約法上の帰責体系を崩してまで二審法院が補
償＝賠償を命じなければならなかった事情とは一体何であったのか。その
理由は以下のものである。（ⅰ）加害者に弁済能力がない。（ⅱ）原告と被
告はともに被害者であるが、被害の程度を比較すると、原告の方がより深
刻である。（ⅲ）被告は原告との関係で受益者の立場にある。（ⅳ）社会世
論も原告に対して深甚なる同情を示している。こうした事情が存在する場
合、公平責任を採用することが認められるとして、被告に補償＝賠償を命
じたのである。いずれも法的な要件とは無縁の具体的な生の事実であり、
こうした生の事実によって、違約責任、不法行為責任の帰責事由という民
法の基本原則が崩されているというのが、本件事案の特色をなす。しか
も、この案件は最高人民法院によって「案例」として収録されているので
中国的特色を有する民事判決（小口) 121
ある。「案例」として採用したということは、本件を特殊例外的な事例と
しては扱わないということであり、類似の事件が発生した場合は、本件二
審判決を参考にしてほしいとの意図が込められている。
結びに代えて 本件の法思想的位置づけ
本件は、違約責任も不法行為責任も存在しないが、それでも被告は原告
に一定の損失を分担せよというものであった。責任がなくても責任を負え
ということは、論理的には理解しがたいことであり、法の生命は論理であ
るという立場をとれば、こうした判断は容認できないだろう。しかし、論
理的には説明がつかないこの種の判決が最高人民法院の案例に収録されて
いるのであり、そうなると、この種の判決を積極的に容認するような思想
が一体いかなるものなのかを考察しておくことが必要となる。
本件の分析を通じて筆者が想起したのは、シェイクスピアの「ヴェニス
の商人」におけるポーシア判事の有名な次の一節である。「証文どおりに
やるのだ。肉１ポンドだけは取るがよい。だが、よいか、切取る際に、も
しキリスト教徒の血、一滴たりとも流した場合は、その方の土地、財産、
ことごとくヴェニスの国法にしたがって、ヴェニスの国家へ没収するが、
それでよ
(５)
いか」。本稿とのかかわりで重要なのは、この有名な文句に先立
つ以下のようなやり取りである。
(ポーシア）「実に奇怪な訴訟だな、その方（＝シャイロック―小口補）の
求めているのは。だが、手続として違法はないのだから、ヴェニスの法と
して、その方の遣り口を責めるわけには参らぬ。……証文は認めるのだ
な?」
(アントニオ）「認めます」
契約証文は有効に成立している。このことを踏まえてシェイクスピアが
ポーシア判事の口を借りて述べたのが以下のような言葉であった。
?では、原告の方から慈悲を示すよりほかあるまい（Then must the Jew
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be merciful）。……地上の権力というものは、慈悲が正義を和らげるとき、
最も神の力に近いものとなる。かかるが故に、ユダヤ人、その方の請求は
正義であるが（Though justice be thy plea）、このことも考えてみてはどう
か、つまり、ただ正義、正義の一途で進むのでは、結局誰一人救われるも
のはいまい。……こんなことを申すのも、ただその方が正義一途の訴えを
少しでも和らげたいからであり、是非にもといえば、厳格なこの法廷は、
かの商人に対し、不利な判決を下すよりほか致し方ある
(６)
まい」。
このやりとりについて注目すべきは、シェイクスピアの「正義」観念で
ある。ここでの正義とは、契約が有効に成立している以上、その契約通り
に処断しなければならないという適法的正義（交換的正義）のことであり、
この意味での「正義」よりも、「慈悲」によるべきことをシャイロックに
勧めているのである。しかし、シャイロックはこの裁判官の勧告を拒否し
たことで、冒頭の有名な、血一滴たりとも云々の判決へと至るのである。
しかし、この有名な判決はドイツの著名な法学者イェーリングからする
と、すこぶる評判の悪いものであった。イェーリングの言を聞こう。「私
は、裁判官がシャイロックの証文を有効と認めるべきであった、などと主
張しているのではない。私のいいたいのは、裁判官が証文の有効性を一旦
認めた以上、あとから、判決の執行にさいして、汚い策略によってこれを
反故にすることは許されない、ということである。裁判官は証文を有効と
認めることも無効と認めることもできたが、第一の道を選んだので
(７)
ある」。
一旦契約の有効性を認めた以上は、その契約どおりに処断すべきである、
これがイェーリングの主張であり、近代西欧の法思想であり、また西欧社
会の伝統的な正義観念でもある。こうした主張なり思想なりからすると、
裁判官が一旦違約責任も不法行為責任も存在しないと判断した以上は、原
告の損害賠償請求を認めるべきではないということになる。もし強いて賠
償を命じようとすれば、それは裁判の外の世界での処理方法ということに
なる。シェイクスピアであれば、それが「慈悲」の世界での議論というこ
とである。
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西欧社会であれば「慈悲」の世界で論じられるべき事柄が、中国法では
法＝裁判の世界で論じられていることを本稿で見てきた。公平責任なる観
念が民法の世界において果たしている役割がそれである。法がないにもか
かわらず、「汚い策略」によって原告の請求を認めるというのではなく、
法は存するのである。しかし、その法は白地の法であり、要件がまったく
定められていない法なのである。しかし、その法は、契約法や不法行為法
の帰責体系を崩してしまうほどの力を有している。これが、民法通則４
条、同132条、契約法４条、権利侵害責任法24条及び司法解釈「民法通則
を貫徹執行するうえでの若干の解釈」157条等の公平責任または公平な損
失分担のルールである。この規定がどのような場で機能するかといえば、
“法に定めあり、されど…”という場において本領を発揮するのである。
その意味において、こうした法は体系性、論理性を害う役割を果たす。し
かし、ある国際シンポジウムでの、「こうした法がなければ一体どうやっ
て弱者を救済するのか」というある中国の学者の指摘も十分考慮に値す
る。法律どおり処断するのでは、実質的に妥当な結論が得られないといっ
た場合にこの規定が発動されるのである。
公平責任を根拠とするこうした裁判は法にもとづく裁判なのか、それと
も法を無視した裁判なのか。形式的には法に依拠しているように見える
が、その法には要件の定めがなく、法の適用の可否を決するのは生の諸事
実にほかならない。具体的に要件化され、命題化された規定にもとづく限
り被害者を救済できないときに、一定の譲歩を相手方に求めるための道具
として、この公平責任規定は存在するのである。しかし、この譲歩の迫り
方は相手方の自発性にのみ依拠する単純な調停ではない。やはり裁判なの
である。このように考えてきたときに大変示唆的なのは、中国法制史学者
である滋賀秀三氏の、明清代の裁判は「情理」を主たる規準とする教諭型
調停（didactic reconciliation）であったとの指摘である。「そこでは民事的
紛争は聴訟という教諭的調停――関連する法律の条項がある限りにおいて
それにも手掛かりを求めながら、そして公的威信と公権力を背景としなが
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ら、しかし主としては情理に基いて両当事者を納得せしめることによって
事を落着させる手続――によって処理されたので、固い準則としての法を
必要としなか
(８)
った」。「条理も情理も実定性なき判断基準という点において
は同じであるけれども、前者はやはりそれなりにルールを志向する思考構
造をもつ。これに対して情理には、……そのようなルール志向性は微弱で
あり、逆に目前の各当事者それぞれがおかれている具体的情況のすみずみ
までの心配りという側面が濃厚に現れる。それは……より基本的には裁判
というものが、確立したルールに従って権利……の有無を判定するという
のでなく、全面的な視野から人間関係を調整する営みであるという性格を
もっていたことに起因すると言うべきであ
(９)
ろう」。現代中国の公平責任規
定は、裁判の場で適宜この「情理」を発動させることを可能にする規定で
ある。本稿で紹介した裁判案例は、裁判の形式はとるものの、その実質は
滋賀教授の言われる「教諭的調停」にほかならない。筆者は、集中講義を
依頼されて山東大学に赴く機会があり、偶々、宿泊先のホテルのロビーで
「山東法制報」（2011年９月２日）を手に取ったところ、その第一面の記事
の中に次のような文言を見出した。（不覚にも題名を書きとめそこなった）。
「権利救済を民事裁判の核心的内容となし、公序良俗を民事裁判の重要な
原則となし、情理法を結合させることを民事裁判の基本的な方法となす」
（下線部小口補）。この下線部分のスローガンが決して空文句でないことは、
本稿で紹介した事例の示すところである。西欧近代の法律学が志向した、
法の論理的純化と演繹的厳密さとは明らかに異質の類型の法が中国には確
かに存在している。
(１) ?市場経済化と契約法」（田中信行編『最新中国ビジネス法の理論と実務』弘文
堂、2011年、77～79頁）。
(２) ?合同法的成功与不足」中外法学、1999年６期16～17頁）および『民法総論』
（第２版）、2001年、192頁。
(３) 最高人民法院公報2002年４期139～140頁に掲載されている「李彬（甲）が陸仙
芹（乙）・陸選鳳（丙）・朱海泉（丁）を訴えた人身損害賠償紛糾案」がこの点で参
考になる。この事件の概要は以下のとおりである。原告甲が被告三人が経営する飲
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食店で食事していたところ、不審者が飲食店に入ってきて、その不審者は店で騒ぎ
を起こし、丁の子供に殴りかかり、乙らがそれを阻もうとしたができず、警察に通
報し、そうした情況を見て店から出ようとした甲がその不審者により酒瓶で殴ら
れ、左瞼を負傷し、そこで甲は乙丙丁に対して消費者権益保護法7条、11条、18条
に基づき損害賠償を請求したというものである。本件に関する無錫市濱湖区人民法
院の判決は以下のようなものであった。「甲は消費者権益保護法の言うところの消
費者であり、乙丙丁は経営者である。双方当事者の間には消費サービスの法律関係
が存する。同時に、甲が受けるのは、乙丙丁が提供する有償サービスであることに
より、双方当事者には申込と承諾からなる契約法律関係が存在する。こうした場
合、請求権法律規範の競合が生じ、請求権者は適用する法律規範を選択する権利を
有する。甲は消費者権益保護法を訴えの根拠としたので、本案では消費者権益保護
法を適用して双方の権利義務を確定しなければならない。…消費者権益保護法のこ
れらの規定（７条、11条、18条）を見渡してみると、経営者がその提供した商品又
はサービスによって消費者の人身又は財産に損害を与えたときは、経営者は責任を
負わなければならないということをそのいずれの規定も意味している。本件では、
原告甲の身体障害は第三者の不法行為によってもたらされたものであり、決して乙
丙丁の提供した飲食又はサービスによってもたらされたものではない。消費者権益
保護法の規定によれば、経営者は消費者が消費過程において第三者によって傷害を
受けた場合には法律責任を負わないが、しかしこのことは経営者が何ら義務を負わ
ないということではない。誠実信用原則と現行法律の理念にもとづき、経営者はサ
ービスを受けている消費者の人身の安全に対して、慎重な注意と配慮を払う義務を
有する。すなわちその支配する範囲内において、その能力の及ぶ限りでの合理的措
置をとり、消費者の人身の安全が第三者によって侵害されることのないようにしな
ければならず、またこの種の侵害が発生した場合でも、その損害結果の拡大の回避
に努めなければならない。…本案の事実によれば、乙丙丁はその能力の及ぶ範囲内
で原告甲の人身の安全に対して慎重な注意と配慮義務を尽くしている。乙丙丁は甲
の受けた人身傷害に対して賠償責任を負わない」。誠実信用原則にもとづき安全配
慮義務が生ずるが、その義務を被告は尽くしている、すなわち違約は存在しないの
で、賠償責任はない。これが無錫市濱湖区人民法院の論旨である。違約は存在しな
いが、しかしなお賠償せよという力はこの誠実信用原則にはない。原告はこの判決
を不服として無錫市中級人民法院に上訴したが、上訴審も一審のこの判断を支持した。
(４) 高聖平主編『中華人民共和国侵権責任法立法争点、立法例及経典案例』北京大
学出版社、2010年、529頁。
(５) 岩波文庫（中野好夫訳）144頁。
(６) 同、136～137頁。
(７) R.イェーリング（村上淳一訳）『権利のための闘争』岩波文庫、17頁。
(８)『清代中国の法と裁判』創文社、1984年、368頁。
(９) 同上書、284頁。
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